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１．調査の目的 

計画の策定にあたり、大和市障がい者福祉施策の実施状況、その他自立支援（総合支援）法の施行

に伴う新たな課題、障がい者を取り巻く状況の変化等を踏まえ、今後の施策の課題および方向性の検

討を行うため意識調査を行うもの。アンケート調査の内容については、３障がいに共通した一般調査

を基本に、障がい内容による特性も踏まえた意見を反映できる内容とした。 

 

※なお、障がい状況による意向、介護者家族等の意向、事業所、等については、関係機関及び団体

への直接ヒヤリング及び自立支援協議会を通して把握し、アンケートと合わせて総合的に分析し

ていくこととする。 

 

２．調査項目の設計のねらい 

調査項目の設定においては、主に「1．大和市障害者福祉施策の実施状況」、「2．その他自立支援（総

合支援）法の施行に伴う新たな課題」、「3．障がい者を取り巻く状況の変化」等をふまえ、下記のよ

うなねらいに基づき、主な調査項目を次のとおり設定した。 

 

ねらい 設問の意図 設問の目的 設問設定 

１．大和市の施策状

況を踏まえた課題

把握のための設問 

１）特徴ある就労支援策

の充実の方向をさぐ

るため 

就労及び就労するための

問題点・就労希望先・自

立支援センターの役割に

ついて把握する 

問３５～問４２ 

２）地域で自立した生活

を図るためのグルー

プホームの推進を図

るため 

障がい者のグループホー

ムに対する課題や希望を

把握する 

問４３～問４８ 

３）審議会等での議論を

踏まえ、地域生活をし

ていく上での各種サ

ービスの充実・改善の

方向をさぐるため 

移動支援、短期入所、日

中一時支援事業について

の利用目的の拡充の方向

性を把握する 

問２０～問２３ 

問４９～問５０ 

現在の相談支援や情報提

供の体制の実態を踏まえ

た、相談ニーズを把握す

る 

問４４～問４８ 

２．その他総合支援

法の施行に伴う新

たな課題の把握の

ための設問 

１）障がい児支援施策の

総合的な支援を図る

ため 

障がい児の早期発見・療

育を促進する施策の検討

に資するデータを把握す

る 

問２８～問３１ 

障がい児支援施策につい

ての優先度を把握する 

問３４ 

２）難病等を有する者の 

 支援策の充実の方向

をさぐるため 

難病等を有する者のニー

ズを把握する 

 

 

問１１～問１２ 

３．その他障がい者

を取り巻く社会的

１）同居家族の高齢化等

による介護負担を軽

介護者の高齢化にともな

い、介助者負担の実態を

問１７～問１８ 
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状況の変化をふま

えた課題把握のた

めの設問 

減するため 把握する。 

２）社会全体の経済環境

の悪化にともなう経

済的支援の充実を図

るため 

前回との比較により、困

窮度の変化を把握する。 

問２６～問２７ 

３）地域での災害支援の

充実を図るため 

地域での災害時の避難に

ついての状況、市の「災

害時要援護者支援制度」

の利用促進策を把握する 

問５９～６２ 

 

３．調査対象 

○障がい者：各障がい種別毎に約２０％を無作為抽出 

 障害者数（母集団） 調査対象者数 平成 21年調査対象件数 

身体障がい者 5,614 1,100 760件（回収数：411件） 

知的障がい者 1,481 300 160件（回収数： 81件） 

精神障がい者 4,443 900 355件（回収数：133件） 

合計 11,538 2,300 ※重複障がい・障がい種別不明

58件あり 

障害者数：H２６年 4月 1日現在（速報値） 

○一般：市人口の０．１％を無作為抽出 

大和市人口 調査対象者数 平成 21年調査対象件数 

232,280 200 調査せず 

                  人口：H26年 4月 1日現在（速報値） 

 

※「２０%」の設定理由 

一般的に国等が行っている標本調査は、信頼水準９５％・許容できる誤差の範囲を５％と設定して

いるが、より精度の高い標本調査を行うため、今回の調査では、許容できる誤差の範囲を３％と設

定する。許容できる誤差の範囲を３％とした場合、必要となる標本数は、約１，０００となる。ま

た、前回の結果から、回収率を５０％（平成 21 年回収実績：53.5％）と想定した場合には、必要

な配布数は、約２，０００となる。 

従って、必要な配布数は、母数全体の約２０％となるため、障がい毎の抽出率は２０％とする。 

 

 

４．調査方法 

（１）調査実施予定時期 

平成２６年７月 

 

（２）実施方法 

郵送調査法による 

 


